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空き家対策における事例集

国土交通省 住宅局 住宅総合整備課
令和３年３月

○空家等の所有者の注意を喚起するための取組事例集
○固定資産課税台帳情報の利活用に関して所有者の同意を得る
ための取組事例集

令和元年（平成31年） 地方分権改革に関する情報提供



情報提供の趣旨等

市町村による空き家対策においては、特定空家等の発生を予防する観点から、空家等の
所有者の注意を喚起するための取組や、固定資産課税台帳情報の利活用に関して所有
者の同意を得るための取組がなされているところであり、今般、当該取組事例を調査し、事
例集としてまとめましたので、情報提供いたします。

○情報提供の趣旨

○令和２年の地方からの提案等に関する対応方針（令和２年12月18日閣議決定）
（抜粋）

【国土交通省】
（14）空家等対策の推進に関する特別措置法（平26法127）

特定空家等の発生を予防する観点から市町村（特別区を含む。以下この事項において
同じ。）が実施する空家等対策については、空家等の所有者の注意を喚起するための取
組事例及び固定資産課税台帳情報の利活用に関して所有者の同意を得るための取組事
例を、市町村に令和３年中に周知する。

2



本事例集の構成

○空家等の所有者の注意を喚起するための取組事例集

・管理不全空き家の予防・発生抑制に向けた取組事例

・周辺の生活環境への悪影響が懸念される空家等の所有者に対する初期段階の指導等の工夫事例

・所有者に連絡をしても措置がなされない場合の対応事例

○固定資産課税台帳情報の利活用に関して所有者の同意を得るための取組事例集

・空き家バンクへの登録申請時に同意を取得するための工夫事例

・補助金申請時に同意を取得するための工夫事例

本事例集は「空家等の所有者の注意を喚起するための取組事例集」及び「固定資産課税台帳情報
の利活用に関して所有者の同意を得るための取組事例集」の二部構成となっている。また、各事例集は
取組の活用場面に応じて整理している。
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事例集サマリ①

取組の分類 事例 市区町村 取組事例の概要

高齢者を対象とし
た予防啓発

1
富山県
砺波市

市の広報誌に空き家対策の特集記事を掲載。
固定資産税の納税通知書に啓発チラシを同封。
高齢者向け出前講座等、高齢者を対象とした予防啓発を実施。

死亡届提出時等
における情報提供

2
秋田県
湯沢市

死亡届の提出時や施設入所等に伴い空き家が生じる場合に、今後管理す
る者の連絡先等を聴取し、通常の管理のほか、雪下ろし等の対応を依頼。
啓発チラシも提供。

3
新潟県
長岡市

死亡後の手続のため、相続人等が市役所窓口に来庁する機会を捉え、空
き家の適正管理や処分に向けた啓発チラシを提供。

4
石川県
輪島市

空き家になるかならないかを問わず、死亡届提出時に空き家の管理に関す
る啓発チラシを届出者に提供。
納税の相続人代表者指定届送付の際にも同様のチラシを同封。

5
奈良県
橿原市

相続人等による死亡届提出時に、担当窓口課で死亡後に必要な手続をま
とめたパンフレットを渡しており、その中で空家等の適正管理の資料を同封。

・管理不全空き家の予防・発生抑制に向けた取組事例

○空家等の所有者の注意を喚起するための取組事例集
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事例集サマリ②

・周辺の生活環境への悪影響が懸念される空家等の所有者に対する初期段階の指導等の工夫事例➀

事例分類 事例 市区町村 取組事例の概要

所有者が遠方在住
の場合の工夫

6
和歌山県
田辺市

所有者が遠方在住者や高齢者等である場合は、解体及び修繕対
応の業者紹介、現地見積対応等について、市がサポートしていること
を案内。

相続人への対応に
係る工夫

7
愛媛県
四国中央市①

必要に応じて、相続相関図に戸籍に記載された情報を記し、戸籍
附票も確認し、結婚、離婚、養子縁組、その時期と出生等と前後
関係、出生場所、死亡届出人、同居の状況などを読み取り。

8
佐賀県
白石町

相続登記がなされていない空き家については、法定相続分に基づく
持分まで表示した相続関係図を作成し、法定相続人としての位置
を説明。

9
宮崎県
延岡市

法定相続人に文書を郵送する場合は、遺産分割協議や相続放棄
についての案内文書を同封。

相続人多数の場合
の工夫

10
香川県
観音寺市

状況に応じて、まず納税義務者やその相続人等の中でも当該空家
等との関わりが深そうな方から送付。

11
愛媛県
四国中央市②

キーパーソンとなる相続人にアドバイスし、家庭裁判所や司法書士、
弁護士等の専門職の活用を推奨。

所有者が外国人の
場合の工夫

12
兵庫県
たつの市

多文化共生サポートセンターが作成した所有者の母語の翻訳文を
同封するとともに、多文化共生サポートセンターも相談先に追加。
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事例集サマリ③

事例分類 事例 市区町村 取組事例の概要

その他、所有者によ
る自主的な対応を
促す工夫

13
群馬県
前橋市①

空き家と断定できないケースもあることから、当該物件の管理不全の
状況等の写真を同封し、空き家と思われる旨の記載により、「改善の
お願い」という柔らかい表現で改善を促す文書を送付。

14
岡山県
玉野市

危険性や周囲への悪影響を意識させるため、当該空き家の写真や所
在地周辺の地図等を同封。また、具体的な改善箇所も通知。

15
山口県
下松市

市内及び隣接自治体以外に在住している空き家の所有者を対象に
実施している空家巡回サービス（写真等で現況を年2回程度通知す
るもの）への申請を案内。

16
愛媛県
四国中央市③

指導文書（情報提供文書）には、必ず当該空き家の写真や地図
等を添付。普通郵便ではなく、家族全員が課題を共有しやすい休日
に配達されるよう特定記録又は簡易書留の速達郵便で送付。

17
佐賀県
多久市

管理不全により地元も迷惑している状況をより伝えるため、地元の自
治会と協力し、必要に応じて、自治会長の連絡先等を併記。
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・周辺の生活環境への悪影響が懸念される空家等の所有者に対する初期段階の指導等の工夫事例➁



事例集サマリ④

・所有者に連絡をしても措置がなされない場合の対応事例

事例分類 事例 市区町村 取組事例の概要

文書の工夫・直接
訪問等

18
群馬県
前橋市②

改善が見られない場合は「指導」という強い表現を用い、それでも改善が
見られない場合は所有者が市内や近隣市町村であれば、訪問指導を
実施。

19
三重県
四日市市

複数回文書送付を行った空き家で、改善が見受けられないものについて、
用紙を白色から黄色、ピンク色に変更。

20
三重県
伊賀市

文書等の恒常化を防ぐため、指導回数を増すごとに文書の語調を強め、
措置の猶予期間に応じた指導を徹底。

経済的理由を考慮
した工夫

21
大阪府
羽曳野市

老朽化が著しい旧耐震の空き家で経済的理由で措置ができない場合は、
除却補助制度等を案内。

22
広島県
広島市

市と協定を締結している不動産関係団体の相談窓口を紹介し、売却等
の具体的な対応をするよう促進。
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事例集サマリ⑤

事例分類
事
例

市区町村 取組事例の概要

空き家バンクの登録
時に同意を取得する
ための工夫事例

１
北海道
標津町

空き家バンク登録申請際に、登録申請書と併せて、土地・家屋課税台
帳兼名寄帳取得のための委任状を取得。

2
福島県
喜多方市

空き家バンク登録申請の際に、調査に必要な書類として、家屋図面及
び土地・家屋課税台帳兼名寄帳の交付を受けることについての委任状
を取得。

3
茨城県
龍ヶ崎市

空家バンク登録申請の際に、固定資産課税台帳情報の利活用の同意
及び宅地建物取引業協会への提供の同意を一度に取得。

4
熊本県
荒尾市

空家バンク登録申請の際に、固定資産公課証明書の交付についての委
任状を取得。

補助金申請時に
同意を取得するため
の工夫事例

5
兵庫県
三木市

解体補助金の申請書を、税務部局等といった関係機関への照会につい
ての同意文を記載し、固定資産課税台帳情報の利用の同意取得を含
む様式として作成。

○固定資産課税台帳情報の利活用に関して所有者の同意を得るための事例集
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空家等の所有者の注意を喚起するための取組事例集
・管理不全空き家の予防・発生抑制に向けた取組事例

・周辺の生活環境への悪影響が懸念される空家等の所有者に対する初期段階
の指導等の工夫事例

・所有者に連絡をしても措置がなされない場合の対応事例



事例１：富山県砺波市

【高齢者を対象とした予防啓発】
市の広報誌に空き家対策の特集記事を掲載している。また、固定資産税の納税通知書に、空き家等の適正管理、利活
用及び相続登記を促すチラシを同封している。さらに、高齢者が公民館等で行う「いきいき百歳体操」に空き家担当職員が
出向く等、高齢者を対象とした予防啓発を実施している。

管理不全空き家の予防・発生抑制に向けた取組事例

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料
【広報誌での空き家対策特集記事の掲載】

人口 49,000人

世帯数 16,220世帯

住宅数 18,580戸

空き家数
(その他の住宅)

1,040戸

担当部署
福祉市民部
市民生活課

連携部署 －

外部の連携先 －
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事例１：富山県砺波市
管理不全空き家の予防・発生抑制に向けた取組事例

■関連資料
【固定資産税納税通知書同封のチラシ】 【いきいき百歳体操での啓発活動】

可能な範囲でご提供いただけますと幸いです。

※スライド中でのレイアウトは弊社にて調整い
たします。
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事例２：秋田県湯沢市

【死亡届提出時等における情報提供】
死亡届の提出時や、施設入所等に伴い空き家が生じる場合に、今後管理する者の連絡先と今後の取壊し予定、相続
人情報、相続放棄予定等を聴取し、通常の管理のほか、雪下ろし等の対応を依頼し、問題が生じた場合には連絡を入れ
る旨を説明している。また、特定空家等解体撤去資金の助成に関するチラシ、シルバー人材センターの空き家管理業務に
関するチラシ、空き家の適正管理のチラシを提供している。

管理不全空き家の予防・発生抑制に向けた取組事例

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料 【特定空家等解体撤去資金の助成に関するチラシ】

人口 46,613人

世帯数 16,384世帯

住宅数 17,910戸

空き家数
(その他の住宅)

1,490戸

担当部署 くらしの相談課

連携部署 市民課

外部の連携先 －

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成
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事例２：秋田県湯沢市
管理不全空き家の予防・発生抑制に向けた取組事例

【シルバー人材センターの空き家管理業務に関するチラシ】■関連資料
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事例３：新潟県長岡市

【死亡届提出時等における情報提供】
空き家の発生は、居住者が死亡し、相続が発生することが主な要因であると考えていることから、死亡後の手続のため、相
続人等が市役所窓口に来庁する機会を捉え、空き家の適正管理や処分に向けた啓発チラシを提供している。

管理不全空き家の予防・発生抑制に向けた取組事例

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料 【空き家の処分や管理方法をアドバイスするチラシ】

人口 275,133人

世帯数 100,143世帯

住宅数 113,820戸

空き家数
(その他の住宅)

6,220戸

担当部署 都市政策課

連携部署
市民窓口
サービス課

外部の連携先 －

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成
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事例４：石川県輪島市

【死亡届提出時等における情報提供】
空き家になるかならないかを問わず、死亡届提出時に空き家の管理に関する啓発チラシを届出者に提供している。また、
納税の相続人代表者指定届を送付する際にも同様のチラシを同封している。対応を依頼する文書を送付する際は、できる
だけ平易な文章になるようにし、現況写真、空き家の管理に関する啓発チラシや空き家補助制度のチラシを同封している。

管理不全空き家の予防・発生抑制に向けた取組事例

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料

人口 27,216人

世帯数 10,649世帯

住宅数 13,280戸

空き家数
(その他の住宅)

2,490戸

担当部署
建設部
都市整備課

連携部署
市民課
税務課

外部の連携先 －

【空き家の管理に関する啓発チラシ】 【空き家補助制度のチラシ】
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事例５：奈良県橿原市

【死亡届提出時等における情報提供】
相続人等が死亡届を提出する時に、担当窓口課では、死亡後に必要な手続をまとめたパンフレットを渡しており、その中
で、空家等の適正管理についても記載し啓発を行っている。
また、空家等所有者に対して、情報提供や対応を依頼する通知を送付する際、当該空家等の写真等を同封し、危険性
や周囲への悪影響を意識させている。また、市が実施している「空家等相談会」や「橿原市空家等対策プラットホーム」など
のパンフレットも同封し、解決に向けたきっかけ作りを促している。

管理不全空き家の予防・発生抑制に向けた取組事例

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料 【空家等相談会のパンフレット】

人口 124,111人

世帯数 49,923世帯

住宅数 57,800戸

空き家数
(その他の住宅)

3,370戸

担当部署
まちづくり部
住宅政策課

連携部署 －

外部の連携先 －
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事例５：奈良県橿原市
管理不全空き家の予防・発生抑制に向けた取組事例

■関連資料
【橿原市空家等対策プラットホームのパンフレット】
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空家等の所有者の注意を喚起するための取組事例集
・管理不全空き家の予防・発生抑制に向けた取組事例

・周辺の生活環境への悪影響が懸念される空家等の所有者に対する初期段階
の指導等の工夫事例

・所有者に連絡をしても措置がなされない場合の対応事例



事例６：和歌山県田辺市

【所有者が遠方在住の場合の工夫】
対応を促す文書には、危険性や周囲への悪影響を意識させるため、当該空家等の写真や所在地周辺の地図等を同封
している。また、所有者が遠方在住者や高齢者等である場合は、解体及び修繕対応の業者紹介や現地見積対応等のサ
ポートを市が行っていることを伝えている。文書は、初回は柔らかい表現で記載し、２回目以降のお願い文等を発信する際
は、次回以降「助言指導」に移行していくことも併せて記載している。

周辺の生活環境への悪影響が懸念される空家等の所有者に対する初期段階の指導等の工夫事例

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料 【所有者が遠方在住や高齢者等のサポートが必要な場合の文書例】

人口 74,770人

世帯数 32,163世帯

住宅数 40,600戸

空き家数
(その他の住宅)

5,550戸

担当部署 建設部建築課

連携部署 －

外部の連携先 －
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【相続人への対応に係る工夫】
指導対象者等について、「空き家で放置されている本当の理由は何か」を考えながら相続関係調査や事実関係の把握を
進めている。必要に応じて、相続相関図に戸籍に記載された情報を記し、戸籍附票も丁寧に確認している。結婚、離婚、
養子縁組又は離縁の時期、その時期と出生等と前後関係、出生場所、死亡届出人、同居の状況などを読み取ることで、
空き家を放置する背景がわかり、キーパーソンも浮かび上がってくる。
連絡のとれない共同相続人について相談があれば、連絡先の交換等を仲介している。親族関係が良好でない場合は、家
庭裁判所（調停）を活用すること等を提案している。必要に応じて司法書士等の専門職の紹介も行っている。

事例７：愛媛県四国中央市①

■取組事例の概要

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

人口 87,413人

世帯数 34,999世帯

住宅数 43,240戸

空き家数
(その他の住宅)

4,290戸

担当部署 建設部建築住宅課

連携部署 －

外部の連携先 －
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■関連資料
【相続相関図への戸籍情報の記載例】



事例８：佐賀県白石町

【相続人への対応に係る工夫】
当該空き家の現況写真、所在図を同封している。相続登記がなされていない空き家については、法定相続分に基づく持
分まで表示した相続関係図を作成し、所有者の法定相続人である旨を説明し、連絡を求めている。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料

【法定相続人である旨を示す文書例】

人口 23,941人

世帯数 7,253世帯

住宅数 7,660戸

空き家数
(その他の住宅)

690戸

担当部署
総合戦略課
重点プロジェクト係

連携部署 －

外部の連携先 －

【相続関係図（持分有）の例】

【現況写真の例】
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事例９：宮崎県延岡市

【相続人への対応に係る工夫】
適正管理のお願い文書に、現地調査時点での敷地及び建物等の状況写真、空き家の不良度（ランクA～D）のイ

メージ図と当該空き家がどのランクに位置付けられているかを示したものを同封するほか、法定相続人に文書を郵送する場
合は、遺産分割協議や相続放棄についての案内文書を同封している。
また、当該空き家が無接道や土砂災害特別警戒区域内であるなど、建て替えが困難な場所以外であれば、空き家バン
クの案内文書を同封している。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、住宅数・
空き家数は総務省「平成30年住宅・土地統計調査」より
作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料
【適正管理のお願い文書例】

人口 125,159人

世帯数 51,751世帯

住宅数 59,820戸

空き家数
(その他の住宅)

4,240戸

担当部署 都市建設部 建築指導課

連携部署
市民環境部生活環境課
総務部資産税課
健康福祉部高齢福祉課

外部の連携先
延岡市住まいづくり協議会
延岡・日向宅建協同組合

【適正管理のランクイメージ】
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事例９：宮崎県延岡市

【空き家バンクの案内文書例】

■関連資料

【遺産分割協議や相続放棄についての案内文書例】
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事例10：香川県観音寺市

【相続人多数の場合の工夫】
苦情等のあった空家等の所有者等に対して、基本的には、まず適切な管理を依頼する通知を送付するが、その通知の中
に空家等の所在地や所有者の氏名を記載し、当該空家等の現況写真を同封している。また、通知を送付するべき相続人
等が非常に多い場合は、まず納税義務者やその相続人等の中でも空家等への関わりが深そうな方から送付することもある。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料
【空家等への関わりが深そうな方に送付する管理依頼文書の例と添付しているチラシ（一部抜粋）】

人口 59,409人

世帯数 21,984世帯

住宅数 26,610戸

空き家数
(その他の住宅)

2,730戸

担当部署
市民部地域支
援課

連携部署
政策部ふるさと
活力創生課

外部の連携先 －

資料があれば御提供ください 資料があれば御提供ください

相 続 ト ラ ブ ル を 未 然 に 防 ぐ 予 防 策 

こんなケースもありますのでご注意を 

次世代を担う子どもたちの為に相続登記をしましょう！ 
 

 不動産の所有者が亡くなられた場合、相続による名義変更をおこなう必要があります。 

 相続税申告と違い相続登記には期限はありませんが、 

 相続登記を放置していると… 

 ○相続人が多数になってしまい、話し合いや手続きが困難になります。 

  ※名義人が亡くなった瞬間から名義を書き換えるまでは、その不動産は相続人全員の

共有になり、その後相続人の誰かが亡くなるとその権利はそのまま亡くなった人の相

続人に相続されます。 

 ○不動産を買いたい方が現れても、名義変更されていないと売買契約することができま

せん。 

 ○不動産が空き家になってしまった場合、その後、老朽化による家屋倒壊などで、近隣

トラブルにつながるおそれがあります。 

 

 
１．現在の名義を確認しましょう。 

登記が現在の所有者になっているかを確認し、将来のトラブルを防ぐために、きちんと登記 

を済ませておきましょう。家屋が未登記の場合は、固定資産税の情報等で確認することがで 

きます。 

 ２．遺言書を書いておくなど、家屋の次の所有者を事前に決めておくことが重要です。 

 ３．弁護士、司法書士、税理士などの専門家に相談しましょう。 

 

 ・固定資産税の通知が届いていないので、自分にはもう関係ないと思っていた 

  ⇒家屋の課税標準額が免税点に満たないため、固定資産税の課税がなく、納税通知書が送付さ

れていない場合があります。免税点未満の家屋であっても、所有者やその相続人に管理の義

務があります。 

・売買や譲渡で家屋を手放したので、自分にはもう関係ないと思っていた 

  ⇒名義がきちんと変更されているかを登記や税情報等で確認しておきましょう。特に、未登記

家屋の場合は、税務課に「家屋補充台帳登録（未登記家屋）の所有者変更届」を提出してい

ないと、従前の所有者のままになっていることもあります。 

・納税義務者になっていないので、自分にはもう関係ないと思っていた 
  ⇒納税義務者が亡くなられた際、次の納税義務者を指定するために提出する「相続人代表者

（兼現所有者）指定届」は、相続財産上の権利義務とは関係ありません。納税義務者を変更

しただけでは、家屋の名義は変わりません。 

２ 観 地 域 第 号 

令和○年○月○日 

観音寺市坂本町一丁目一番一号 

観音寺 太郎 様 

     観音寺市市民部地域支援課長 

 

空き地、空き家などの管理について（お願い） 

 

 時下ますますご清祥のこととお喜び申し上げます。 

 このたび、近隣住民等からの要請により下記の物件の状況について確認をおこなったと

ころ、家屋の老朽化等により周辺の生活環境へ悪影響を及ぼす状態になっております。 

 このまま放置すると、さらに状況が悪化することも懸念されるため、空家等の適切な管

理について、ご配慮いただきますようよろしくお願いいたします。 

 ○○○○様の相続人と推定される方は他にもいらっしゃいます

が、まずは土地と家屋の納税義務者でもある、○○○○様へのみ 

この通知を送付させていただいております。 

 今後の管理等についてのお話をお伺いできればと思いますので、

お忙しい中申し訳ございませんが下記連絡先までご連絡のほど、よ

ろしくお願い申し上げます。 
 

記 

 

１．該当空家等 

所在地：観音寺市○○○○（現況写真参照） 

家屋の登記（登録）名義人：○○○○ 

 

＜現在、本市における空き地や空き家など（以下「空家等」）について、倒壊等著しく保安

上危険となるおそれのある状態や庭木の枝や雑草の繁茂や害虫の発生などで近隣住宅等へ

悪影響を及ぼしている空家等が多くみられることから、法制、条例などに基づき、適宜助言

等をしています。＞ 

 

連絡先 〒７６８－８６０１ 観音寺市坂本町一丁目１番１号 

観音寺市市民部地域支援課 

電話番号 ０８７５－２３－３９４９ 

ＦＡＸ ０８７５－２３－３９５４ 

 

 

 

※この通知は、空家等の所有者等（所有者又は管理者）へ送付しております。なお、家屋の

登記（登録）名義人が故人の場合は、法定相続人と推定される方々へ送付しております。 
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事例11：愛媛県四国中央市②

【相続人多数の場合の工夫】
相続人多数案件の場合は、「遺産分割協議を行うことができない人間関係となっている」、「長期間の放置により権利関
係が不明確である」、「所在不明の法定相続人が存在する」といった課題が多い。これらの課題は、特定空家等を除去した
後の敷地の処分などについて大きく影響することから、早い段階でキーパーソンとなる相続人に対して、家庭裁判所や弁護
士等の専門職の支援を受けることをアドバイスしている。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料

人口 87,413人

世帯数 34,999世帯

住宅数 43,240戸

空き家数
(その他の住宅)

4,290戸

担当部署 建設部建築住宅課

連携部署 －

外部の連携先 －

【事例１】
本件特定空家等については、登記名義人の複雑な家族構成を原因として、

法定相続人間で反目し合い放置されている。条例等に基づく指導に対して、双
方とも「何とかしたいが協議の席には着きたくない」とのことであり、家庭裁判
所の調停の活用を提案した。しかし、その後も、膠着状態が続き、特定空家等
の劣化が進行したことから、第14条第1項に基づく助言・指導を行った。

【事例２】
親族で経営していた会社の倒産処理に伴い、昭和40年頃から人間関係が

破綻している事案（共同相続人34名）について、条例等に基づく指導を行った。
特定空家等敷地の承継者をキーパーソンとし、相続登記を受託した司法書士
が中心となって書面による遺産分割協議を提案し、老朽危険空家除却補助金
を活用した解決に至った。

【具体的な取組例】
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事例12：兵庫県たつの市

【所有者が外国人の場合の工夫】
空き家の写真・空き家相談センターのチラシを指導文書等に同封する。また、事例に応じて、シルバー人材センター（庭木
の剪定、空き家見守り業務を受託）や建物解体業者の一覧を同封する。所有者が外国人の場合、多文化共生サポート
センター職員が作成した所有者の母語の翻訳文を添付するとともに、多文化共生サポートセンターも相談先として記載して
いる。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料
【翻訳文書例】

人口 77,419人

世帯数 27,297世帯

住宅数 31,640戸

空き家数
(その他の住宅)

2,680戸

担当部署
都市政策部
まちづくり推進課

連携部署 －

外部の連携先
空き家相談センター※1

多文化共生サポートセン
ター

Dear 〇〇〇〇,

As we stated in the letter we sent before, we need 
you to repair/dismantle the garage on the west 
side of your house.  It is coming to the point it 
could collapse by itself and could be a danger to 
your neighbors.

If you are having any difficulties 
repairing/dismantling the garage, there is a service 
you can use. It’s called Tatsuno city Akiya Soudan 
Center （たつの市空き家相談センター）.

Here are numbers that you can call regarding this 
issue. Please call one of the numbers. 

①Tatsuno city Machi-zukuri Suishin Division
☎0791-64-3167

Ask for 〇〇. 
②Tatsuno city Akiya Soudan Center

☎0791-78-9220
This is a group of old-house-experts that could

help you in the situation.
③Tatsuno Office of Multicultural Orientation

(TOMO) ☎0791-63-0221
An English speaker is available. See the

business card for the details.

The second letter is about saving some 
construction cost for you.
・・・

※1: NPO 法人Goodstock が市から委託され、
運営するワンストップ総合相談窓口 27
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事例13：群馬県前橋市①

【その他、所有者による自主的な対応を促す工夫】
所有者が空き家に関する文書を初めて受け取る場合に空き家の現状をまったく知らなかったというケースも多いため、最初
から指導的な文書を送付してしまうと、改善意欲を削いでしまうことも考えられる。また、物置や別宅として使用しているなど、
空き家と断定できないケースもあることから、管理不全の状況等の写真を同封し、空き家と思われる旨の記載により、「改善
のお願い」という柔らかい表現で改善を促す文書を送付している。
所有者に必要と思われる条例の写しや剪定・除草業者の案内なども同封し、必要に応じて補助制度活用に向けた相談
をしていただきたい旨も記載している。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料
【改善のお願いに関する文書】

人口 336,154人

世帯数 136,900世帯

住宅数 166,130戸

空き家数
(その他の住宅)

9,740戸

担当部署
都市計画部
建築住宅課

連携部署 －

外部の連携先 －

【除草・伐採・剪定等の問い合わせ先に関する文書】
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事例14：岡山県玉野市

【その他、所有者による自主的な対応を促す工夫】
危険性や周囲への悪影響を意識させるため、当該空き家の写真や所在地周辺の地図等を同封している。また、具体的
な改善箇所もお願い文書等で通知している。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料

【具体的な改善箇所の記載事例（通知文書の一部抜粋）】

人口 60,736人

世帯数 24,764世帯

住宅数 29,350戸

空き家数
(その他の住宅)

3,070戸

担当部署
建設部都市計
画課

連携部署 -

外部の連携先 -

○○様が管理していると思われる以下の空家等につ
きまして、バルコニー側壁の塩ビ波板の破損による飛
散や玄関軒部の腐食による落下の恐れなども見受けら
れ、付近の住民も心配しております。

空家の適切な維持管理を促進するため、法第12条に
基づき、今後の対応について下記担当までご連絡くだ
さい。
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事例15：山口県下松市

【その他、所有者による自主的な対応を促す工夫】
対応依頼文書に当該空き家全体の写真及び改善をお願いしたい個別箇所の写真を同封するとともに、市内及び隣接自
治体以外に在住している空き家の所有者を対象に市が実施している空家巡回サービス（写真等で現況を年2回程度通
知するもの）への申請を促している。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料
【対応依頼文と空家巡回サービスの周知チラシ】

人口 55,812人

世帯数 23,757世帯

住宅数 28,840戸

空き家数
(その他の住宅)

2,070戸

担当部署
建設部
住宅建築課

連携部署

生活環境部
生活安全課
企画財政部
税務課

外部の連携先 －
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【その他、所有者による自主的な対応を促す工夫】
初回の接点が大事であり、「とりあえず指導文書を送ってみよう」的な対処は避けている。指導文書（情報提供文書）に

は、必ず写真や地図等を添えている。文面は案件に応じて微妙に言い回し等を工夫し、必要に応じて老朽危険空家除却
補助金について教示している。年間概ね30～35案件について法定外指導（第12条）を実施している。
郵送に際しては、普通郵便ではなく、家族全員が課題を共有しやすい休日に特定記録又は簡易書留の速達郵便で配
達されるように工夫している。遠隔地の共同相続人にもほぼ同時に到達するので、土日に関係者で協議したうえで、月曜日
に市役所へ電話が入るケースが多い。

事例16：愛媛県四国中央市③

■取組事例の概要

助言・指導 勧告 命令 行政代執行 略式代執行

平成28年度 １
平成29年度 ３
平成30年度 ５ ２
令和元年度 ３ １
令和２年度 ２ １ １

合 計 １４ １ １ １ ２

(R3.3.31見込)

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

人口 87,413人

世帯数 34,999世帯

住宅数 43,240戸

空き家数
(その他の住宅)

4,290戸

担当部署 建設部建築住宅課

連携部署 －

外部の連携先 －

■関連資料

【空家法第14条の状況】
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事例17：佐賀県多久市

【その他、所有者による自主的な対応を促す工夫】
適切な管理を求める文書に法的根拠と併せて、数点の現地写真、所在地、付近の地図を記載し、具体的な対応策
（樹木の伐採、建物の補修、解体）を示すとともに、それに対応した業者の連絡先も同封している。また、管理不全により
地元も迷惑している状況をより伝えるため、地元の自治会等と協力し、自治会長等の連絡先等を担当課連絡先と併記す
る場合もある。所有者が遠方居住者である場合等、状況によっては、樹木伐採費用の見積りを市が取得し、所有者に具
体的な費用を示し、対策がとりやすいようにしている。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料 【所有者への文書送付例】

人口 19,749人

世帯数 6,847世帯

住宅数 8,150戸

空き家数
(その他の住宅)

1,030戸

担当部署 総合政策課

連携部署
環境、建築担
当部署等

外部の連携先 －

多市総政第   号 

令和３年  月  日 

 

●● ●● 様 

 

多久市総合政策課  

課長        

 

空き家の管理についてのご連絡 

 

このお知らせは、下記空き家の所有者等と思われる方（空き家の所有者やその相続

人の方等）に送付しています。 

近年、増加している空き家により多くの問題等が生じていることから「空家等対策

の推進に関する特別措置法」、「多久市空家等の適切な管理に関する条例」により、 

周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切な管理に努めることが、空き家の所有

者等の責務とされています。 

下記の空き家につきまして、敷地内の樹木が繁茂している状態のため、地元の「〇

〇区」から相談を受けております。つきましては、樹木の伐採等、適切な管理に努め

て頂きますようお願いします。 

別添に現地の状況を記載しています。また樹木伐採の費用についても、参考までに

多久市シルバー人材センターのお見積りを同封していますので、ご参考ください。 

今後の対応予定等をお伺いしたいので、担当もしくは地元区長までご連絡ください。 

記 

 

   空き家に関する事項 

   所在地 多久市〇多久町△△番地 

   所有者 ●● ●● 様（土地名義人・建物名義人） 

以上 

 
連絡先 

 

多久市北多久町大字小侍７番地１ 

多久市役所 総合政策課 企画係 

担当： 

電話：０９５２－７５－２１１６ 

                     

 

                       〇〇区 区長   

                      電話： 

現地の状況

物件の位置 佐賀県多久市○多久町△△番地

○多久町△△番地　（令和3年　　月　　日撮影）

　敷地内の草が繁茂しています。敷地内の除草を定期的にお願いします。現在の状態での
除草作業の見積もりを同封しておりますので、遠方にお住まいで除草作業など定期的な管
理が難しい場合は、ご検討ください。

現地の写真 現地の写真

現地周辺の地図
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空家等の所有者の注意を喚起するための取組事例集
・管理不全空き家の予防・発生抑制に向けた取組事例

・周辺の生活環境への悪影響が懸念される空家等の所有者に対する初期段階
の指導等の工夫事例

・所有者に連絡をしても措置がなされない場合の対応事例



事例18：群馬県前橋市②

【文書の工夫・直接訪問等】
文書を送付する際、前年度も同様の文書を送付しており状況の改善が見られた案件については、前年度の改善について
のお礼と今年度も改善いただきたい旨を記載している。また、過去に文書送付実績があり、これまで改善が見られなかった案
件については、「指導」という強い表現を用いて、所有者の改善を促している。文書を送付しても改善が見られない案件で、
所有者が市内や近隣市町村在住の場合は、訪問による指導も実施している。

所有者に連絡をしても措置がなされない場合の対応事例

■取組事例の概要

■関連資料 【改善されない場合の指導文書】【適正管理の継続のお願い文書】

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

人口 336,154人

世帯数 136,900世帯

住宅数 166,130戸

空き家数
(その他の住宅)

9,740戸

担当部署
都市計画部
建築住宅課

連携部署 －

外部の連携先 －
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事例19：三重県四日市市

【文書の工夫・直接訪問等】
複数回文書を送付した案件で、改善が見受けられないものについては、重要性を認識させるため、用紙を白色から黄色、
ピンク色に変更している。また、文書送付後、所有者からの問合せにより電話番号を知り得た物件については、必要に応じ
て、電話にて対応状況の聞き取りを行っている。さらに、文書で反応がない、長期にわたり改善が見受けられない、危険性が
高いなどの案件については、必要に応じて、遠方であっても直接訪問して口頭及び文書での指導を行っている。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料 【文書例】

人口 311,031人

世帯数 128,309世帯

住宅数 149,460戸

空き家数
(その他の住宅)

9,660戸

担当部署
都市整備部
建築指導課

連携部署 －

外部の連携先 －

所有者に連絡をしても措置がなされない場合の対応事例
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解体

事例20：三重県伊賀市

【文書の工夫・直接訪問等】
特定空家等の措置方針を定めるため、伊賀市特定空家等対策計画を策定するとともに、行
政職員及び協定団体と連携した調査体制の確立と公平・平等な対応を図ることを目的に伊
賀市空家等対策マニュアルを平成30年度に策定した。同マニュアルに基づき、指導文書につい
て、文書等の恒常化を防ぐため、指導回数を増すごとに文書の語調を強め、措置の猶予期間
に応じた指導を徹底し、一定の指導回数に達する度に、措置内容の段階を上げている。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調
査」、住宅数・空き家数は総務省「平成30年
住宅・土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料 【文書例】

人口 90,581人

世帯数 33,651世帯

住宅数 40,680戸

空き家数
(その他の住宅)

4,290戸

担当部署
人権生活環境
部市民生活課
空き家対策室

外部の連携先
協定締結団体
12団体・機関

指導３回
再指導２回

訪問指導１回

意見陳述発送

勧告１回
再勧告１回

協議会審議※

訪問通告１回

意見陳述発送

命令１回

意見無し

意見無し

訪問通告２回

【措置事例】

※措置経過及び周辺地域への影響を審査し、代執行に向けて措置を行うかの審議

【措置事例】

所有者に連絡をしても措置がなされない場合の対応事例

36



事例21：大阪府羽曳野市

【経済的理由を考慮した工夫】
所有者が市内の方で、文書の送付だけでは反応がない場合は、直接訪問して口頭での指導に切り替えることもある。
また、老朽化が著しい旧耐震の物件で経済的理由で措置ができない場合は、除却補助制度等を案内している。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料
【羽曳野市木造住宅除却補助について】

人口 112,683人

世帯数 44,126世帯

住宅数 52,060戸

空き家数
(その他の住宅)

3,870戸

担当部署
都市開発部
建築住宅課

連携部署 総務部税務課

外部の連携先 シルバー人材センター

所有者に連絡をしても措置がなされない場合の対応事例
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事例22：広島県広島市

【経済的理由を考慮した工夫】
初回の助言・指導に反応がない所有者等に対して再度文書を送付する際は、重要性を認識させるため、繰り返し送付し
ている旨を記載している。また、文書の送付だけでは所有者の反応がない場合は、必要に応じて直接訪問して口頭での指
導を行う。
経済的理由等で措置ができない場合は、市と協定を締結している不動産関係団体の相談窓口を紹介し、当該空き家の
売却等の具体的な対応をするよう促している。

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■基本情報

■取組事例の概要

■関連資料
【不動産関係団体の相談窓口一覧】

人口 1,194,034人

世帯数 531,605世帯

住宅数 612,100戸

空き家数
(その他の住宅)

26,900戸

担当部署
都市整備局
指導部
建築指導課

連携部署 各区建築課

外部の連携先 専門家団体等

所有者に連絡をしても措置がなされない場合の対応事例
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・空き家バンクへの登録申請時に同意を取得するための工夫事例

・補助金申請時に同意を取得するための工夫事例

固定資産課税台帳情報の利活用に関して所有者
の同意を得るための取組事例集



事例１：北海道標津町

空き家バンクへの登録申請の際に、登録申請書と併せて、土地・家屋課税台帳兼名寄帳取得のための委任状を取得
している。

空き家バンクへの登録申請時に同意を取得するための工夫事例

人口 5,242人

世帯数 2,169世帯

住宅数 -戸

空き家数
(その他の住宅)

-戸

担当部署 建設水道課

連携部署 企画政策課

外部の連携先 －

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■取組事例の概要

■基本情報 ■関連資料 【委任状の様式】
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事例２：福島県喜多方市

空き家バンクへの登録申請の際に、当該空き家の調査に必要な書類として、家屋図面の交付及び土地・家屋課税台
帳兼名寄帳の交付を受けることについての委任状を取得している。

人口 49,377人

世帯数 16,752世帯

住宅数 20,190戸

空き家数
(その他の住宅)

2,640戸

担当部署 建設部都市整備課

連携部署 －

外部の連携先
福島県宅建協会喜多
方支部

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■取組事例の概要

■基本情報 ■関連資料

【委任状の様式】

41

空き家バンクへの登録申請時に同意を取得するための工夫事例



事例３：茨城県龍ケ崎市

所有者と一定の関係性を構築した後に、空家バンク制度を紹介している。
空家バンクへの登録申請の際に、固定資産課税台帳情報の利活用の同意及び宅地建物取引業協会への情報提供
の同意を一度に取得している。

【空き家バンクの運営体制】

人口 78,342人

世帯数 30,472世帯

住宅数 35,740戸

空き家数
(その他の住宅)

1,780戸

担当部署
市民生活部生活安全
課空家対策室

連携部署 －

外部の連携先
公益社団法人茨城県
宅地建物取引業協会
牛久・竜ケ崎支部

※人口・世帯数は総務省「平成27年
国勢調査」、住宅数・空き家数は総
務省「平成30年住宅・土地統計調
査」より作成

■取組事例の概要

■基本情報 ■関連資料
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事例３：茨城県龍ケ崎市

【登録申し込みに当たっての同意書】■関連資料 【空家等登録カード（空家用）】
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事例４：熊本県荒尾市

空家バンクへの登録申請の際に、所有者に説明し、固定資産公課証明書の交付を委任状を取得している。家屋所有
者が近隣在住ではない場合が多く、来庁が困難な場合も多いため、委任状を用い固定資産公課証明書を取得している。
空家バンク登録のための家屋調査時に所有者に固定資産公課証明書の確認してもらい、不動産業者への提供につい
ての許可をとり、所有者の前で連携する不動産業者に証明書を渡している。

人口 53,407人

世帯数 20,910世帯

住宅数 24,720戸

空き家数
(その他の住宅)

2,250戸

担当部署
産業建築部
建築住宅課

連携部署
市民環境部
税務課課

外部の連携先
熊本県宅建協会
荒尾支部

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■取組事例の概要

■基本情報 ■関連資料
【委任状の様式】

荒 建 住 号 外   

令和  年   月   日   

税務課長 様 

 

荒尾市建築住宅課       

課長           

 

  固定資産公課証明書の交付について（依頼） 

 

 このことについて、荒尾市空家バンク事業による物件調査に必要なため、下記の物件におけ

る公課証明書の交付をお願いします。 

 

記 

 

No. 種 類 物 件 の 所 在 所 有 者 

1 
□ 土地 

□ 建物 
荒尾市 

 

2 
□ 土地 

□ 建物 
荒尾市 

 

3 
□ 土地 

□ 建物 
荒尾市 

 

 

荒尾市建築住宅課 担当：      （内線 209）    

 

 

委  任  状 

 

  

【代理人】  住 所    荒尾市宮内出目３９０番地                

       氏 名    荒尾市建築住宅課          ㊞         

 

 私は上記の者を代理人と定め、固定資産公課証明書の交付申請並びに受領する権限を委任します。 

 

                        令和   年   月   日 

 

【委任者】  住 所                                     

 

       氏 名                        ㊞  （関係：    ） 
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空き家バンクへの登録申請時に同意を取得するための工夫事例
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・空き家バンクへの登録申請時に同意を取得するための工夫事例

・補助金申請時に同意を取得するための工夫事例

固定資産課税台帳情報の利活用に関して所有者
の同意を得るための取組事例集



事例５：兵庫県三木市

解体補助金の申請書に、税務部局等といった関係機関への照会についての同意文を記載することで固定資産課税台
帳情報の利用の同意を取得し、配置図、面積等の情報について取得している。

補助金申請時に同意を取得するための工夫事例

人口 77,178人

世帯数 28,653世帯

住宅数 32,700戸

空き家数
(その他の住宅)

2,530戸

担当部署
市民生活部
生活環境課

連携部署 総務部税務課

外部の連携先 －

※人口・世帯数は総務省「平成27年国勢調査」、
住宅数・空き家数は総務省「平成30年住宅・
土地統計調査」より作成

■取組事例の概要

■基本情報 ■関連資料 【解体補助金の申請様式】
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